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令和７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 10 府 省 庁 名   経済産業省            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
公益的課題のための経費に掛かる収入金額を控除する収入割の特例措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

一般配送電事業者等が託送料金の形で公益的課題への対応に掛かる経費（※）を回収した場合における、

各事業年度の収入金額。 

 

※公益的課題への対応に掛かる経費 

電気事業法施行規則（平成七年通商産業省令第七十七号）第四十五条の二十一の十第一項第三号に規定する

賠償負担金相当金及び電気事業法施行規則第四十五条の二十一の十三第一項第三号に規定する廃炉円滑化負

担金相当金であり託送料金によって回収される。 

 

・特例措置の内容 

公益的課題への対応に掛かる経費については一般送配電事業者及び配電事業者の課税標準から控除する。 

 

 

関係条文 

 

地方税法 附則第９条第２１項 地方税法施行規則 第２条の９ 

 

減収 

見込額 

［初年度］ ― （▲１４００）  ［平年度］ ― （▲１４００） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

電力システム改革の一環である一般送配電部門の法的分離をより一層円滑に実施させること（「電気供給業

に係る法人事業税の課税方式の変更」が措置されれば本要望は不要）。 

（２）施策の必要性 

「電力システムに関する改革方針」（平成２５年４月閣議決定）に基づき数次の制度整備が講じられており、

その一環として、電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年６月成立）により、発電事業・一般

送配電事業・小売電気事業をいずれも営む電気事業者については、一般送配電部門を法的に分離（分社化）

しなければならなくなったところ。 

他方、地方税法上、電気供給業においては、その法人事業税の算定方式として収入金額を課税標準とする

方式が採用されており、電気の供給に関連して必要となる取引により生ずる収入金額を課税標準として法人

事業税が課されている。 

 このような中で、上記の「公益的課題への対応に掛かる経費」については、一般送配電事業者等が託送料

金で回収をし、原子力事業者へ受け渡すものであるが、当該経費はこれらを受け渡された原子力事業者及び

一般送配電事業者等の収入に含まれており、また、両者のいずれの法人も収入金額として法人事業税の課税

標準を構成することから、二重課税が発生することとなる。 

 このため、二重課税の発生を防ぎ、もって原子力事故の賠償の備えの不足分の回収や、円滑な廃炉を促す

環境整備を安定的に継続させるため、一般配送電事業者等の収入金額から、公益的課題への対応に掛かる経

費相当額を控除することが必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 



  10  2 
 

 

 

 

  

今
回
の
要
望
（
税
負
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軽
減
措
置
等
）
に
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連
す
る
事
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

６．鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長型経済

構造への円滑な移行の推進 

政策の 

達成目標 

原子力事故の賠償の備えの不足分の回収や、円滑な廃炉を促す環境整備を安定的に継続

させることを目指す。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

令和７年４月１日～令和１２年３月３１日（５年間） 

同上の期間中

の達成目標 

 

政策目標の 

達成状況 

― 

 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

９社（沖縄電力を除く一般送配電事業者） 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

二重課税の発生を防ぎ、原子力事故の賠償の備えの不足分の回収や、円滑な廃炉を促

す環境整備を安定的に継続させることとなる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

・特定原子力施設炉心等除去準備金（国税・法人税） 

・電気供給業の課税標準の算定において託送料金を控除する特例措置（地方税・法人事

業税） 

・電気事業者の分社化に伴い外部化するグループ会社間取引等を控除する収入割の特例

措置（地方税・法人事業税） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

関連する措置はない。 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

二重課税の発生を防ぎ、原子力事故の賠償の備えの不足分の回収や、円滑な廃炉を促

す環境整備を安定的に継続させることに寄与することから妥当性を有する。 
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と
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に
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

〇適用法人数：９社 

〇適用対象額： 

令和２年度 ３５，１８２百万円 

令和３年度 ８８，４２３百万円 

令和４年度 １０１,３１６百万円 

令和５年度 １０９,０５４百万円 

〇減収額： 

令和２年度 ４５７.４百万円 

令和３年度 １,１４９.５百万円 

令和４年度 １,３１７.１百万円 

令和５年度 １,４１７.７百万円 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

①課税標準（収入金額） 

②適用総額 

令和２年度 ０千円 

令和３年度 ２１，６７４，５５０千円 

令和４年度 ５７，８８９，４６６千円 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

電気事業者にとって不可避な分社化による二重課税の発生並びに法人事業税の増税を

回避している。 

前回要望時の 

達成目標 

一般送配電部門の法的分離をより一層円滑に実施させること。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

電気事業者にとって不可避な分社化による二重課税の発生並びに法人事業税の増税を

回避している。 

 

これまでの要望経緯 

平成２９年度 新設要望。 

平成３０年度 創設。 

令和２年度以降に開始する事業年度から適用開始。 


